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要　　旨

　わが国における就労妊婦の生活および心理に関する研究の動向と課題を明らかにするために，医学中央雑誌
Web 版を用いて文献検討を行った．過去 20年間に発表された 21文献を分析対象とした．結果，前半約 10
年間には就労妊婦の職業継続と職場環境等について，後半約 10年間には就労妊婦の生活の質や就労妊婦の心
理に関するものが多かった．また，就労妊婦には，特に職業を持っていることでのストレス，不安があること，
妊娠初期には自身の妊娠生活に関心をもちにくいこと，レジリエンスが高いことなどが明らかになった．母親
役割行動促進に向けて援助する中で，レジリエンスを活用して生活の質を高めていけるよう，今後は介入プロ
グラムの検討なども必要ではないかと考える．さらには，研究デザイン・方法・対象者の選定条件は様々で，
評価指標も確立されたものではなかった．就労妊婦の背景は一律ではなく，就労妊婦を取り巻く環境とその多
様性に対応していくためにも，様々な角度から就労妊婦をとらえ研究を積み重ねていくことや，この分野にお
けるエビデンスを蓄積していく必要があると考える．　
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Ⅰ．はじめに

近年，わが国における女性の社会進出は，1985 年
の男女雇用機会均等法の成立以降年々増加している．
2015 年の女性の就業率は 48.0％であり，特に 25 ～
44 歳の女性の就業率は，1985 年（56.5％）からほぼ
一貫して上昇傾向にあり，2015 年は 71.6％である（総
務省 , 2016）．また，2015 年の有配偶女性の労働力率
は 51.4％であり，「M字カーブ」といわれる女性の年齢
階級別の労働力率は，この 30 年間でM字型の底（30
～ 34 歳）の労働力率が 50.6％から 71.2％と 20.6 ポイ
ント上昇し，労働力率が上昇した全ての年齢階級（25
～ 64 歳）で有配偶者の労働力率の上昇による効果が大

きいと分析されている（厚生労働省 , 2016a）．2015 年
に実施された第 15回出生動向基本調査によると，結婚
前後の妻の就業状態については結婚退職が減少してお
り，結婚前後で就業を継続した妻の割合は 7割を超え
ている．また，第 1子出産前後の妻の就業状態の変化
をみると，出産退職する妻は減少しており，就業継続
者の割合は，2005 ～ 2009 年の 29.0％から 2010 ～
2014 年の 38.3％へと 10％ポイント近く上昇し，第 2
子，第3子出産前後の継続率は8割前後で推移している．
さらには，育児休業制度を利用して就業継続をした妻の
割合は第 1子～第 3子ともに大きく上昇している（国
立社会保障・人口問題研究所 , 2016）．このように，晩
婚化・少子化が進むわが国において，結婚後も就労を継
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続しながら，妊娠・出産・子育てを経験する女性が増加
してきている．しかし，妊娠・出産は心身ともに大きな
変化が起こるため，特に就労妊婦には，様々な健康課題
が生じるリスクがあると考えられる．
阿南ら（2006）は，妊娠中の労働による母体や出生

児への健康影響と心理的ストレスに関する国内の調査を
検討した結果，就労妊婦は非就労妊婦に比べ妊娠・分娩・
出生児において高率に異常があると分析した調査が多い
が，いずれも実証性のある結果は得られていないとして
いる．また，妊婦のストレスや不安に関する研究につい
ては，育児不安や子どもへの愛着などに関する調査は多
数行われているが，就労の観点から妊婦の心理的ストレ
スや不安などを調査した研究は少ないこと，妊婦の生活
全般を多角的にとらえる必要性があることを指摘してい
る．わが国においては，高齢出産の割合も年々増加して
いる（厚生労働省 , 2016b）ことから，今後さらに就労
妊婦の不安が増幅する可能性もあると考えられる．しか
し，これまで，就労妊婦の生活および心理に関する研究
の動向と課題を述べた論著は見当たらない．
以上のことから，今後就労妊婦が増加していくと推

測される日本においては，就労妊婦の満足感を得られる
看護を提供するために，妊娠期に携わる医療従事者が就
労女性を取り巻く環境や心理について理解を深めていく
必要があると考え，本研究に取り組むこととした．

Ⅱ．研究目的

就労妊婦の生活および心理に関する研究の動向と課
題を明らかにする．

Ⅲ．研究方法

2016 年 7 月に，『医学中央雑誌Web 版』のデータ
ベースにより，男女雇用機会均等法が施行された 1986
年以降の就労妊婦に関する国内の原著論文を分析対象と
した．「就労妊婦」のキーワードを用いて検索した結果，
15 件が抽出された．1995 年以前は妊娠・分娩結果の
成績報告が多いことを確認し，検索範囲を 1996 年以降
の過去 20 年間に限定することとした．「就労妊婦」で
はヒット件数が少ないため，「就労」，「勤労 /労働」，「有
職者」と「女性」，「妊婦 /妊産婦」，「妊娠」のキーワー
ドを用いて検索した結果，71 件が抽出された．これら
のうち，医学的知見を述べたものや特定の職業に特化し
たもの，対象の属性での検定結果を述べているが，属性
との関連性を明らかにすることが研究目的ではないもの
は除外し，就労妊婦の生活および心理について述べられ
ている 16件に絞り込んだ．さらには，職業に就いてい
ること（「就労（者，女性）」「勤労（者，女性）」「労働（者，

女性）」「有職（者，女性）」）と妊婦であるということ（「妊
婦 /妊産婦」「妊娠」）が AND検索になるような組み合
わせで重複論文を確認しながら検索を繰り返し，4件を
追加した．また，いくつかの論文で引用されている全国
調査の報告書 1件を加え，最終的には 21件の文献を分
析対象とした．
分析方法は，Garrard（2012）の「看護研究のための

文献レビュー―マトリックス方式―」を参考にして実施
し，分析および結果の記述にあたっては，著作権および
研究フィールドが特定されないように配慮した．なお，
本研究における用語の定義は以下のとおりとした．
就労妊婦：雇用形態や就業期間にかかわらず妊娠期

　　　　　　 に就労していた女性．
生活：人が生きながらえるために行う様々な活動．

　　　　生活するために必要となる職業活動（就労）・
　　　　環境も含む．
心理：心の働きや状態．気分や感情など，ある物事

　　　　に接して抱いたり，物事に感じて起こる心の動
　　　　きを含む．

Ⅳ．結果

1．対象となった文献の概要
分析対象となった 21件の文献の概要は表 1に示すと

おりであった．
1） 発表年
発表年は図 1のとおりであり，2003 年以降に集中し

て発表されていたが，その範囲内では，発表年に偏りは
みられなかった．
2） 研究方法
（1） 研究デザイン
研究デザインは，質的研究 4件，量的研究 17件であっ

た．
質的研究のうち，分析方法が明記されていたものは，

KJ 法を用いたものが 1件，ベレルソンの内容分析を用
いたものが 1件であった．量的研究では，自記式質問
紙調査が 15件，半構成的面接によるデータ収集が 1件，
加速度計により活動量を測定したものが 1件であった．
質問紙で用いられていた尺度としては，「WHOQOL 基
本調査票短縮版（WHOQOL-26）」，「妊娠期快適性尺度」，
「妊娠期の妻への夫の関わり満足度尺度」，「S-H 式レジ
リエンス尺度」，「内的ワーキングモデル尺度（IWM）」，
「精神健康度調査票（GHQ）」，「ワーク・ファミリー・
コンフリクト尺度（WFCS）日本語版」，「成人キャリア
成熟尺度」，「母親対児感情尺度」，「改訂母親意識･対児
感情尺度」，「Rasmussen 自我同一性尺度日本語版」，「夫
婦関係満足度尺度」，「生き方尺度」があり，研究目的に
あわせて 1～ 3つの尺度が使用されていた．複数の論
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表 1　就労妊婦の生活および心理に関する文献の概要
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文で使用されていたものは「成人キャリア成熟尺度」の
みであったが，同一筆者による研究であった．縦断研究
は 1件のみで，他はすべて横断研究であった．
（2） 対象者
対象者は，妊婦のうち就労者と非就労者の両者を対

象とし，その比較から就労妊婦の特徴を述べているもの
は 10件，データ収集時点で就労している妊婦であるこ
とが対象者の選定条件であるものは 7件，データ収集
時点で産後である女性も含めているものが 3件であっ
た．1件はキャリア途上にある妊婦を対象としており，
就労女性だけではなく，学生も対象者に含まれていた．
また，特に常勤である正規雇用者を対象の選定条件とす
るものは 1件のみで，他は「就労妊婦」について正規
雇用・非正規雇用の規定はなかった．
対象者の規模は，一般財団法人女性労働協会（2006）

の「妊娠期･子育て期の女性労働者のストレスに関する
調査」のみが全国調査であり，約 12,540 名を対象とし
ていた．それ以外の論文は，いずれも地域や施設が限ら
れており，質的研究では 3名（夫婦 3組）～ 50名，量
的研究では，質問紙調査では 100 ～ 603 名，半構成的
面接によりデータ収集したものでは 50名，活動量を測
定した観察研究では 4名を分析対象としていた．

2．就労妊婦の生活および心理に関する研究の結果
分析対象となった文献の内容は大きく 6つの項目に

分類された．以下にその内容を示す．なお，項目の（ ）
内の番号は，表 1の文献No. を指す．
1） 生活パターン（1件 : No.20）
中村ら（2016）は，就労妊婦の 1日の活動量とその

活動パターンについて，就労日 13データ，休日 7デー
タの平均活動量の比較では，就労日の活動量のほうが休
日よりも有意に多かったこと，経産婦と初産婦の比較で
は，就労日の活動量や休日の生活パターンに，育児を伴
うか伴わないかによるものと考えられる差が認められた
ことを報告していた．通勤に関連する活動，特に経産婦
は育児を含めた活動に着目した具体的な保健指導をして

いく必要性を示唆していた．
2） 生活の質・快適性（2件：No.19, 21）
小川ら（2015）は，就労妊婦の【妊娠生活において

変化する自分】に関する快適性得点が，妊娠初期，妊娠
中期において非就労妊婦よりも有意に低かったこと，妊
娠経過における快適性の変化では，就労妊婦においての
み，【父親へと成長する夫との関係性の深まり】について，
妊娠初期から妊娠末期，妊娠中期から妊娠末期に有意に
上昇し，【母親になる実感とわが子への愛着】については，
妊娠初期から妊娠中期に有意に上昇していたことを報告
していた．妊娠により自分自身を中心にして起こる変化
の認識を促したり，夫との関係性の認識や家庭内役割調
整のための声かけを行ったりすることが，妊娠期を快適
に過ごすために効果的な支援になると考えられると述べ
ていた．
中田ら（2016）は，妊娠初期の就業初産婦・就業経

産婦・非就業初産婦・非就業経産婦の 4群間において
QOL 得点に相違があり，特に非就業初産婦のQOL が低
いこと，QOL 領域得点やQOL 下位項目の得点において
も 4群間で相違があることを報告していた．妊娠初期
の妊婦のQOLは一般女性のQOLとは異なることを理解
した上で，妊婦の特性（出産経験・就業の有無）を考慮
し，妊娠初期の妊婦のQOL の改善に向けた看護支援を
検討する必要があるとしていた．
3） レジリエンスおよび向上心（2件 : No.5, 17）
加藤ら（2005）は，妊婦の特徴を把握する目的で，「生

き方尺度」を用いて調査し，職業ありの妊婦は職業なし
の妊婦に比べ，「努力を惜しまず自分の出来ることに向
かって完全燃焼する」，「何事にも興味と好奇心を持っ
て接する」，「自分自身の行為に自信を持っている」の 3
つの項目において，有意に高い得点ランクを示したこと
を報告していた．
藤田ら（2013）は，妊婦のレジリエンス（精神回復力）

の特徴として，職業ありはレジリエンス得点の高さを有
意に説明する因子であったことを報告していていた．職
業をもっていることは，身体的にハイリスクという視点
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だけでなく，レジリエンスを高めるポジティブな因子と
して活用の可能性があると述べていた．
4） 夫婦関係満足度（4件 : No.7, 11, 13, 18）
西川ら（2007, 2009）は，妊娠の非計画群は計画群

より夫や周囲の支援や夫婦関係に満足していなかったこ
と，高い夫婦関係満足度が「夫や周囲の支援」や「母親
の実感」をより高める傾向にあったことを報告していた．
中島ら（2011）は，共働き夫婦の認識の共通性およ

び差異を明らかにし，妻が満足と感じる夫の関わりを高
める看護援助として，夫婦の間で気持ちの共有と夫婦
の協働的な作業や良好なコミュニケーションが強化され
るように夫婦に働きかけることが重要であるとしてい
た . さらに中島ら（2015）は，妊娠中期の妻が満足と
感じる夫の関わりに影響する要因として，妻の認識には，
妻の就労状況，夫の休日，家族構成，夫の認識には，妻
の就労状況，夫の帰宅時間が関連していたことを報告し
ていた．妊娠期の夫婦の関係性を支援するには，妻と夫
の各々の妻が満足と感じる夫の関わりに影響する要因に
注目する必要性を示唆していた．
5） ストレス・不安・葛藤（5件 : No.6, 7, 11, 15, 16）
一般財団法人女性労働協会（2006）の実態調査では，

つわりなどの身体的問題に対するストレスは，無職女性
と比べ女性労働者に少ない傾向にあった．育児や出産に
対するストレスは無職女性の方がストレスを感じている
者が多かった．女性労働者の方が経済的にゆとりがある
と感じている者が多いが，両群で差はなく，労働してい
ても経済的な不安に対するストレスがあった．夫の協力
がないことのストレスは，両群ともに子がいる場合に
ストレスを感じる比率が高くなり，妊娠というよりは育
児において夫の協力が求められていることを示唆してい
た．就労女性では，身体的問題に対するストレス以上に，
「子どもの保育」「復職に関する不安」「育児休業中の経
済的不安」などの理由が大きなストレスになっていた．
労働に関するストレスの要因以外については労働が悪影
響を及ぼしていることを示唆する結果はなかった．妊娠
期の女性労働者のストレスに対する対策としては，妊娠
中及び出産後の労働が継続できるための家庭，職場，社
会の環境設備が最も重要であるといえるのではないかと
述べていた．
西川ら（2007, 2009）は，妊娠の非計画群は計画群

より，就業志向，自我の発達が有意に低く，受胎時の不
安ととまどいは高かったこと，年齢が低いことが「赤ちゃ
んに対する不安」を，就業志向の高い関心性と低い計画
性および自律性が「受胎時の不安ととまどい」をより高
める傾向にあったことを報告していた．妊娠への計画が
なかった妊婦に対する心理社会的なサポートや今後の就
業の見通しを含めた保健指導を，パートナーとともに妊
娠初期から行う必要があると述べていた．

三好ら（2012）は，就労妊婦のワーク・ファミリー・
コンフリクト（WFC）は，「仕事から家庭への葛藤」が「家
庭から仕事への葛藤」より高い傾向にあったこと，仕事
役割が家庭役割の遂行に影響を及ぼす場合，なかでも時
間が役割遂行を妨害する場合に高いという特徴を示し，
また，家族状況からではなく，妊娠・就業状況から影響
を受けていたことを報告していた．妊娠・就業状況への
支援がWFC の低下に有効であることが示唆され，母性
健康管理制度が活用できる職場環境の整備や保健指導に
よる体調管理の充実の必要性について述べていた．
天野ら（2013）は，キャリア途上にある女性が，予

期せぬ妊娠に気づいてから初めての出産にのぞむまでの
体験を明らかにしていた．妊婦は，土台となる【妊娠前
に育成されたキャリア意識】があり，【職業生活が揺さ
ぶられる予期せぬ妊娠の体験】に遭遇し困惑する実感が
示され，そして，【妊娠と仕事との調和のとれた働き方
にたどり着く体験】までには，さまざまな生活上の調整
を行い，それを経て気持ちが落ち着き，その結果，【仕
事と家族と自分をつなげる方向にキャリアの価値が広が
る体験】という経過で，妊娠の体験を認識していた．予
期せぬ妊娠は，女性が歩むキャリア形成においての節目
となっていた．妊娠初期には，職場や家族との調整に混
乱状態にある女性を支援することの重要性を示唆してい
た．
6） 職業継続と職場環境等（9件 : 1, 2, 3, 4, 8, 9, 10, 12, 14）
坂井ら（1999）は，出産前後に退職する意思を有す

る者は核家族の割合が有意に高く，逆に仕事を継続する
者は複合家族に有意に高かったこと，TEG パターン分
類の割合を比較した結果，有職者と無職者に有意差は認
められなかったが，有職者の出産前後の仕事継続の意思
を比較した結果，エゴグラム得点の内 AC（順応した子供）
の自我状態のみが出産前後に退職するとした者に有意に
高く，核家族でも同様であったことを報告していた．核
家族における妊婦の仕事継続のためには，ACを中心と
した人格特性を理解した心理的サポートの必要性を示唆
していた．
濵ら（2003，2004a，2004b）は，産前産後の休業

についていくつかの調査をしていた．産前の法定休業期
間を正しく認識している者は 5割で，産後復職予定者
は法定時期以降に休業する者が多く，退職者は早期に休
業・退職に入る傾向にあった．妊娠中に就業する理由に
は，就業意欲と経済状態や健康状態に見合う価値が存在
し，経産婦からは特に就業と育児を両立し，生活を管理
したいとする意見があった．休業・退職時期の選択理由
には，職場の事情や周囲の者との関係が影響していた．
制度の休業時期以降に就業した者は，制度利用時の心理
的負担を主な理由に挙げていた．社会全体で母性保護の
趣旨が理解され，妊産婦が適切な時期に休業あるいは退
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職できるような体制づくりが必要であると述べていた．
大西ら（2007）は，就労継続群は非就労群と比較して，

妊婦健診を受けるための休暇の取得や通勤緩和といった
職場での母性健康管理に関する各種制度についての認知
度が低く，利用可能な制度も少なかったことを報告して
いた．また，出雲ら（2008）の調査結果では，勤務時
間中に妊婦健診を受診できる 68%，受診できない 31%，
母性健康管理指導事項連絡カードを知っている 44%
（知っている妊婦のうち実際利用したことがある 14%）
であった．職場環境に対する満足度は「やや不満」「不満」
をあわせて 38% で，不満の理由は「仕事の内容が体に
不安」が 38％で最多であった．産前・産後の休業を取
得しない妊婦は 20%（理由：「退職」が 90%）で，育
児休業を取得しない妊婦は 29%（理由：「退職」が 34%
で最多）であった．産前・産後の休業や育児休業をとり
にくいと感じている妊婦は 53% で，その理由は「人員
不足」が最も多く，ついで「前例がない」「職場環境的
にとりにくい」であった．
奥野ら（2008）は，子どもをもつことへの意識を調

査していた．子どもをもつうえでの支障は，現在就労し
ていない群では経済的負担をあげた率が高い傾向がみら
れ，現在就職している群，妊娠を契機に退職した群では
就労条件，託児の問題をあげた率が有意に高かった．民
間社員は公務員と比較し，産前休業，育児休業の取得は
有意に短かった．夫が育児休業を「取れると思わない」
は 91.8%（理由：職場が困ると思う，収入の減少になる，
職場での立場が悪くなると思う，解雇が心配など）であっ
た．就労妊婦の背景は一律ではなく，その多様性に対応
し即時性も伴う個々が選択可能な育児支援が必要である
と述べていた．
磯山（2010）は，第 2子妊娠中の認識として【妊娠

中も育児中も就労願望】【育児は自分の仕事と受容】【母
親役割中心による制約感】【育児と就労のジレンマ】が，
支援体制の認識として【家族や保育サービス利用の調整
可能】【家族や保育サービスの利用の困難】が抽出され
たことを報告していた．女性が子どもと向き合うために
は自分自身を見つめる時間が必要であり，母親としての
自分である一方で，女性として知的刺激を得ながら社会
貢献し自己実現を目指したいという願望も持ち合わせて
いるということを理解した上で支援していく必要がある
と述べていた．
大原ら（2012）は，妊娠経過の健康診査などを受け

るための時間保障の制度がある，育児休業制度がある，
産休・育休からの復職後の支援体制が比較的整っている
職場である，結婚や子供の誕生があると勤めにくい雰囲
気のある職場でない，子どもができてもずっと仕事を続
けるのがよいと本人または夫が思っているが，妊娠判明
後の退職行動に有意につながりにくい独立した要因であ

ることを明らかにしていた．一方，非正規雇用者である
こと，低年齢であることが退職につながりやすい要因で
あった．妊娠判明後も就労を継続させる条件づくりとし
ては，従来からの母性保護制度に加え，職場環境の工夫
や，本人と夫の就労意思形成の働きかけが重要であるこ
と，また，非正規雇用者全てが対象となっていない育児
休業制度の全面適用が望まれると述べていた．

Ⅴ．考察

今回，就労妊婦の生活および心理に関する国内の研
究の動向について分析した結果，過去 20年間のうち前
半約 10年間には就労妊婦の職業継続と職場環境等につ
いて，後半約 10年間には就労妊婦の生活の質や就労妊
婦の心理に関するものが多かった．その理由としては，
1995 年に育児休業法（現：「育児休業、介護休業等育
児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律」）が
制定されことも影響していたと考えられる．その後，女
性の就業率が年々増加し，少しずつ法整備が進んでいく
中で，少子化問題と相まって，研究が次第に就労妊婦の
生活の質や女性個人の生き方・価値観にシフトしてきて
いるのではないかと思われる．2005 年以降は，産前産
後の休業および退職に関連するものとしては，大原ら
（2012）の妊娠判明時に就労していた女性の退職行動に
影響を与える要因の分析以外は特に見当らなかったが，
その内容も労働環境だけでなく，「子どもができてもずっ
と仕事を続けるのがよいと本人または夫が思っている」
ことが影響していることを結論づけており，個人の価値
観や生き方とも関連していることを述べていた．また，
法整備が進む中で，就労女性が退職を選択しなくても育
児が一段落した休業後に復職できる選択肢が増えたこと
などからもそのようにいえるのではないだろうか．
各論文での研究結果の内容を具体的にみてみると，

就労妊婦の生活の質や快適性については，【妊娠生活に
おいて変化する自分】に関する快適性得点が，妊娠初
期，妊娠中期において非就労妊婦よりも有意に低く，【父
親へと成長する夫との関係性の深まり】【母親になる実
感とわが子への愛着】は妊娠初期から経過ともに上昇
していた（小川ら , 2015）．また，高い夫婦関係満足度
が「夫や周囲の支援」や「母親の実感」をより高める傾
向にあった（西川ら , 2007）．さらには，特に非就業初
産婦のQOLが低いことが明らかにされており（中田ら , 
2016），つわりなどの身体的問題に対するストレスは，
無職女性と比べ女性労働者に少ない傾向にあった（一般
財団法人女性労働協会 , 2006）．これらのことから，妊
娠初期の就労妊婦は，仕事を優先して過ごすことが多い
中で，マイナートラブル等の自身の妊娠による変化に関
心をもたずに生活しているためQOL が低くはないとい



就労妊婦の生活および心理に関する研究の動向と課題

55

えるが，その反面，なかなか母親としての実感がもちに
くいということにもなる．そのため，妊娠に伴う生活の
変化に関心が持てるように関わること，さらには妊娠初
期から夫婦のコミュニケーションを促し，母親としての
自覚を高め，胎児との愛着形成が促進できるよう，母親
役割行動促進に向けた援助が必要となると考えられ，今
後は介入プログラムの開発や検討なども必要ではないか
と考える．
また，就労妊婦には，職業を持っていることでのスト

レス，不安があった．特に「子どもの保育」「復職に関
する不安」「育児休業中の経済的不安」などの理由が大
きなストレスになっており（一般財団法人女性労働協会 , 
2006），休業取得にあたっては，職場の事情や周囲の者
との関係が影響し，職場に対する気兼ねもあり，制度の
休業時期以降に就業した者は，制度利用時の心理的負担
を主な理由に挙げていた（濵ら , 2004a, 2004b）．その
一方で，就労妊婦は向上心が高く（加藤ら , 2005），レ
ジリエンスが高いことも明らかにされていた（藤田ら , 
2013）．就労妊婦は，マネジメント能力が高いことが考
えられ，就労していることでのメリットも大きいと思わ
れる．就労妊婦といっても，実際には雇用形態や職種に
よって，その労働環境は大きく異なり，そのため，健康
課題も異なることが推測される．妊娠初期から，就労妊
婦の心理・社会的側面をアセスメントし，就労妊婦の強
みにも注目しながら，個々の状況にあわせて継続的に支
援していく必要があると考える．そのためにも今後，就
労妊婦の健康について，雇用形態や職種の違いによる特
徴についても明らかにしていく必要があるのではないか
と考える．
今回の分析対象からは「特定の職業に特化したもの」

は除外したが，実際には看護の論文においては，看護職
を対象とした身体的・心理的ストレスやワーク・ライ
フ・バランスに関する研究は多い（脇川ら , 2010: 中川
ら , 2012: 園原ら , 2013）．ケアの対象として就労妊婦
をとらえた場合，この分野における研究は，対象の属性
を統一して，特定の状況下や労働環境にある就労妊婦に
関する研究を積み重ねる必要があるのではないかと考
える．また，研究デザインも様々で，用いられる指標も
同じものはなかった．阿南ら（2010）は，この分野の
研究の課題として，就労形態を把握するための標準的な
指標の検討や職種調査法の検討，労働負荷の詳細把握
などを含めた就労状況の調査を行う必要性，妊婦の日常
生活時間の調査や家事労働による負荷の調査も同時に行
い，妊婦の生活全般を多角的にとらえる必要性，ストレ
ス測定に関しては妥当性の検証された心理的ストレス尺
度の利用とともに，生化学的指標を用いたストレス測定
などを行い，多方面から妊婦の労働による健康影響とス
トレスを調査することが肝要であることを述べている．

2010 年以降も就労妊婦に関してランダム化比較試験を
行った研究は全く見当たらなかった．研究デザインを整
え，エビデンスを確立していく必要がある．さらには，
縦断的研究は 1件のみであったが，妊娠期の心身の大
きな変化を考えると，就労妊婦の生活や心理について妊
娠全期間をとおしての縦断研究が望まれる．加えて，有
職の高年初産婦や若年妊婦などは，身体的に心理・社会
的にもハイリスク妊娠である．また，女性を取り巻く環
境は刻々と変化している．今回分析対象となった論文に
は「マタニティハラスメント」に関する研究は見当たら
なかったが，ここ数年で注目されるようになってきた（兒
島 ,2016）．就労妊婦の背景は一律ではなく，就労妊婦
を取り巻く環境とその多様性に対応していくためにも，
様々な角度から就労妊婦をとらえ研究を積み重ねていく
必要があると考える．

Ⅵ．おわりに

今回，就労妊婦の生活および心理に関する国内の研
究の動向について分析した結果，過去 20年間のうち前
半約 10年間には就労妊婦の職業継続と職場環境等につ
いて，後半約 10年間には就労妊婦の生活の質や就労妊
婦の心理に関するものが多かった．女性の就業率の増加
に伴い，少しずつ法整備が進んでいく中で，少子化問題
と相まって，研究が次第に就労妊婦の生活の質や女性個
人の生き方・価値観にシフトしてきているのではないか
と考えられた．また，就労妊婦には，特に職業を持って
いることでのストレス，不安があること，妊娠初期には
自身の妊娠生活に関心をもちにくいこと，レジリエンス
が高いことなどが明らかにされていた．母親役割行動を
促進するよう関わる必要があり，その中で就労妊婦であ
ることの強みを活かし，レジリエンスを活用して生活の
質を高めていけるよう，今後は介入プログラムの検討な
ども必要ではないかと考える．さらには，研究デザイン・
方法・対象者の選定条件は様々で，評価指標も確立され
たものではなかった．就労妊婦の背景は一律ではなく，
就労妊婦を取り巻く環境とその多様性に対応していくた
めにも，様々な角度から就労妊婦をとらえ研究を積み重
ねていくことや，この分野におけるエビデンスを蓄積し
ていく必要があると考える．
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